
領収書等貼付用紙記入・貼付要領                             
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重ならないように貼付 
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交付対象外の物品には二重線 

○○年○○月○○日 
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領収書の注意点 

■ 実施年月日と活動内容を記入し、当該活動にかかった経費ごとにまとめてください。 

■ 領収証やレシート、支払証明書の写しを重ならない
・ ・ ・ ・ ・

ように貼付してください。飲料等、
複数の活動分をまとめて購入する場合は、最初の活動分に貼付してください。原本は、自
主防災会で５年間保管してください。 

■ 宛名欄には、「自主防災会名」又は「自主防災会名と会長名」が記載されている必要が
あります。 

領収書の宛名は、「誰が購入したのか」を証明するために必要となる重要な項目です。 

■ 宛名欄に会長以外の購入者が記載されている場合は、購入者が自主防災会の役員である
ことが分かるように、役員名簿を添付してください。 

購入者が会長や役員であっても、法人名や屋号の宛名は一切認められません。 

■ 通販サイトなどで物品を購入し、領収書を印刷した場合は、宛名が空欄のものがありま
す。その場合は、宛名欄に「自主防災会名」を記入してください。 

また、お届け先欄に記載されている住所及び氏名が自主防災会長以外の役員である場合
は、役員名簿を添付してください。 

 

■ レシートは、領収証とは違い宛名欄がありませんが、取引年月日、店舗名、サービス・
商品名、金額及び税額が明確に記載されていれば問題ありません。 

■ ポイントやクーポン等で支払った分の経費は、値引きと同じ扱いになり、助成金の交付
対象外となります。 

商品の配送先 

「自主防災会名」を記入 
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■ 代金引換の場合は、商品配達時に運送業者から「領収証（送り状）」が発行されますが、
荷物に貼付されている場合が多いので、誤って廃棄しないよう注意してください。領収書
を紛失された場合、助成金を交付することはできません。 

領収証（送り状）の例 

■ 発行日は、原則として交付決定後から活動実施日までの日付のものが対象です。 
バスの庸車等、活動後の日付となる場合は、ただし書きにバスを庸車した日や納品日等

を記入してください。（例︓令和〇年〇月〇日の貸切運行費として） 

■ ただし書きに、物品の内容や内訳が記載されている必要があります。 
記載されているべき内容は、物品名（「商品代」等、抽象的な表現は不可）、個数です。 
複数の物品を購入している場合は、物品ごとの金額がわかるように記載されている必要

があります。 

■ 助成金の交付対象となる物品と対象外の物品を同時に購入している場合は、両者が区別
できるように、対象外の物品を二重線で消してください。 

■ ボランティア保険については、振込日や保険期間等を確認するため、「ボランティア保
険加入申込票」に「振替払込請求書兼受領証」が貼付されたものの写しを添付してくださ
い。（保険期間が確認できないため、「振替払込受付証明書」は不可） 

■ 領収証と領収証明細が一体となっている場合、領収証として必要な情報の一部が領収証
明細に記載されているため、切り離さないでください。 

 

この部分が領収証 

○○自主防災会 

■■■■■■■ 
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■ 銀行振込等で領収書が発行されない場合、注文書や請求書では支出を確認することがで
きません。その場合は、「銀行利用明細書」・「振込資金受取書」等支出を確認できる書類を
貼付し、活動結果報告書（第８号様式）に支出の内訳を記入してください。 

銀行利用明細書・振込資金受取書等の例 

■ 添付する役員名簿は、原則として自主防災会の名簿としますが、自主防災会が地域の自
治組織の構成団体となっている場合は、自主防災会の役職が明記されていれば、当該自治
組織の役員名簿でも可とします。 

自治組織の役員名簿の例 
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交付確定通知書（第９号様式）                            

受領すれば、自主防災会名等、記載事項を確認してください。  
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